
日時： 平成２９年７月３日（月）
１６時００分～１８時００分

場所： 日本医療機能評価機構 ９階ホール

第３７回「産科医療補償制度運営委員会」次第

１．開会
２．議事
１）第３６回運営委員会の主な意見等について
２）制度加入状況等について
３）審査および補償の実施状況等について
４）原因分析の実施状況等について
５）再発防止の実施状況等について
６）制度の収支状況について
７）その他

３．閉会



主な意見

補償対象となるか
どうかの判断が難
しい事案の児の保
護者への周知につ
いて

○ 分娩後の母子同室時に突然の呼吸停止が発生し脳性麻痺となった事例でも、

分娩との関連を否定できない場合は補償対象となり得る。このように、補償対象と

なるかどうかの判断が難しい事案について、診断医等だけではなく、児の保護者に

対してもしっかり周知して欲しい。

原因分析報告書の
「別紙（要望書）」対
応について

○ 「別紙（要望書）」対応における指摘が甘いと、医療現場の意識が低下し、同様の

事例が繰り返される等の恐れがあることから、3例目（2度目の「別紙（要望書）」対

応）が出ないよう、引き続き取り組んで欲しい。

○ 分娩機関から報告される「別紙（要望書）」対応に関する改善策について、不十分

なものがあれば厳しく対応して欲しい。

医療現場で用いる
研修会等のツール
について

○ 「再発防止委員会からの提言」の利用に関して、出来ればCD-ROMなどの電子媒

体で提供して欲しい。

○ CD-ROMなどで提言を配布し、「研修会ではこれを使いなさい」と伝えた方が、

全国で同じレベルのことができ、役に立つのではないか。

児の看護・介護の
状況について

○ 非常に貴重なデータであり、児を受け入れる施設の有無や態勢等の実態、児が

通っている学校、児の重症度に関する詳細、地域間の格差なども見られると良い。

○ 児のケアの状況を把握し、補償金の額が十分なのかについても調査して欲しい。

○ 審査委員会や診断医にもこのデータをフィードバックして欲しい。

１）第36回運営委員会の主な意見等について
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（１）制度加入状況

分娩機関数は日本産婦人科医会および日本助産師会の協力等により集計

（２）妊産婦情報登録状況

（分娩胎児数）

○ 制度加入率は99.9％である。
○ 未加入分娩機関の3機関に対しては、引き続き日本産婦人科医会と連携して働きかけていく。

○ 本制度は、「加入分娩機関において、分娩予定の妊産婦情報をあらかじめ本制度専用Webシ
ステムに登録し、分娩管理が終了後、妊産婦情報を分娩済等へ更新し、分娩数に応じた掛金を
支払う」仕組みである。

○ 更新未済件数は0件（下表②）であり、妊産婦情報の更新が遅滞なく行われている。

２）制度加入状況等について

区分 平成28年1-12月

本制度の妊産婦情報登録件数（①＋②＋③） 1,007,025

分娩済等（掛金対象）件数（①） 994,986

更新未済件数（②） 0

転院等（掛金対象外）件数（③） 12,039

区分 分娩機関数 加入分娩機関数 加入率（％）

病 院 1,201 1,201 100.0

診療所 1,618 1,615 99.8

助産所 442 442 100.0
3,273

合 計 3,261 3,258 99.9

（平成29年6月末現在）

（平成29年5月末現在）
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○ 廃止時等預かり金は、分娩機関の廃止や破産等の事由により、未収掛金の回収が困難
であると合理的に判断された場合に限り、未収掛金に充当できるものとし、加入分娩機関か
ら、1分娩あたり100円を徴収してきた。

○ 第27回運営委員会（平成25年11月13日開催）において、廃止時等預かり金については、
当分の間、これまでに累積した廃止時等預かり金で賄うことが可能とされたため、平成27年
1月分娩分より徴収を取り止めている。

○ 平成29年5月末現在、制度創設以降の廃止時等預かり金の充当額は約31百万円となり、
残高は約603百万円である。

（３）廃止時等預かり金

廃止時等預かり金の充当状況

２）制度加入状況等について

（平成29年5月末現在）

3

対象分娩機関数 充当額 （単位：百万円）

制度創設以降の累計 11 31



（１）審査の実施状況

（平成29年5月末現在）

○ 平成29年5月末現在、 2,687件の審査を実施し、 2,026件を補償対象と認定した。
○ 平成23年出生児の審査は平成29年3月で終了し、補償対象件数は355件となった。

３）審査および補償の実施状況等について

制度開始以降の審査件数および審査結果の累計

ア）審査委員会の開催と審査結果の状況

資料1 制度開始以降の審査件数および審査結果の累計（詳細版）

（※1）「補償対象」には、再申請後に補償対象となった事案や、異議審査委員会にて補償対象となった事案を含む
（※2）「補償対象外（再申請可能）」は、審査時点では補償対象とならないものの、将来、所定の要件を満たして再申請された場合、改めて審査するもの
（※3）平成21年から平成23年の出生児は、審査結果が確定している

児の生年 審査件数 補償対象（※1）
補償対象外

継続審議 補償申請期限
補償対象外 再申請可能（※2） 計

平成21年出生児（※3） 561 419 142 0 142 0 平成26年の満5歳の
誕生日まで

平成22年出生児（※3） 523 382 141 0 141 0 平成27年の満5歳の
誕生日まで

平成23年出生児（※3） 502 355 147 0 147 0 平成28年の満5歳の
誕生日まで

平成24年出生児 430 327 94 8 102 1 平成29年の満5歳の
誕生日まで

平成25年出生児 302 231 40 31 71 0 平成30年の満5歳の
誕生日まで

平成26年出生児 230 187 29 13 42 1 平成31年の満5歳の
誕生日まで

平成27年出生児 134 120 4 9 13 1 平成32年の満5歳の
誕生日まで

平成28年出生児 5 5 0 0 0 0 平成33年の満5歳の
誕生日まで

合計 2,687 2,026 597 61 658 3 －
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児の生年 審査件数 補償対象（※1）
補償対象外

継続審議 補償申請期限
補償対象外 再申請可能（※2） 計

平成21年出生児（※3） 561 419 142 0 142 0 平成26年の満5歳の
誕生日まで

平成22年出生児（※3） 523 382 141 0 141 0 平成27年の満5歳の
誕生日まで

平成23年出生児（※3） 502 355 147 0 147 0 平成28年の満5歳の
誕生日まで



平成24年出生児の補償対象者数等の件数 （平成29年5月末現在）

○ 平成24年出生児は本年1月より順次補償申請期限を迎えている。

○ 申請準備中となっている事案に関しては、分娩機関や補償請求者への状況確認を継続し
て実施し、申請書類の準備状況の確認、申請期限の注意喚起等を行うことにより、期限内
の漏れのない申請に向けた支援に取り組んでいる。

補償対象者数 327件

審査中の件数（※１） 50件

申請準備中の件数（※２） 44件

（※1）補償申請が行われ、運営組織にて補償可否の審査を行っている件数
（※2）分娩機関と補償請求者において補償申請に必要な書類等を準備中、または「補償対象外(再申請可能)」であり、今後補償申請書類の提出

が行われる見込みの件数

３）審査および補償の実施状況等について
（１）審査の実施状況
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審査結果 内容 件数 代表的な具体例

補償対象外

児の先天性要因または児の新生児期の要因に
よって発生した脳性麻痺の事案

133
両側性の広範な脳奇形、

染色体異常、遺伝子異
常、先天異常など

在胎週数28週以上の個別審査において補償対
象基準を満たさない事案

297

臍帯動脈血pH値が7.1
以上で､胎児心拍数モニ
ターも所定の状態を満
たさない

重症度の基準を満たさない事案 71 実用的歩行が可能

その他 96 本制度の定める脳性麻
痺の定義に合致しない

補償対象外
（再申請可能）

現時点では将来の障害程度の予測が難しく補
償対象と判断できないものの、適切な時期に再
度診断が行われること等により、将来補償対象
と認定できる可能性がある事案

61
現時点の児の動作・活
動状況では、将来の障
害程度の予測が困難

イ）補償対象外事案の状況

（平成29年5月末現在）

３）審査および補償の実施状況等について
（１）審査の実施状況

6



（平成29年5月末現在）

ウ）異議審査委員会の開催と審査結果の状況

○ 第36回運営委員会（平成29年2月1日開催）以降、本年5月末までに異議審査委員会を3回開催
し、異議審査委員会で審査した13件全てが、審査委員会の結論と同様に「補償対象外」と判断さ
れた。

異議審査委員会で審査した事案の
審査委員会における審査結果

異議審査委員会における審査結果（※1）

補償対象 補償対象外
補償対象外

（再申請可能）
継続審議

補償対象外 105（13） 3（0） 102（13） 0（0） 0

補償対象外（再申請可能） 5（0） 0（0） 0（0） 5（0） 0

合計 110（13） 3（0） 102（13） 5（0） 0（－）

（※1）（ ）内の数字は、第36回運営委員会（平成29年2月1日開催）以降の件数

３）審査および補償の実施状況等について
（１）審査の実施状況

合計 110（13） 3（0） 102（13） 5（0） 0
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（２）補償申請促進に関する取組み状況

○ 平成29年は平成24年出生児が補償申請期限である満5歳の誕生日を迎えており、また平成
25年出生児についても来年1月から順次補償申請期限を迎えることから、約25の関係学会・団
体等の協力のもと、引き続き補償申請促進に取り組んでいる。

○ 運営組織では、円滑な補償申請に資するよう、必要に応じて保護者と分娩機関の間の仲介
等も含めた補償申請の支援を継続的に行っている。

主な取組み 内容

産科医療補償制度
ニュース第4号の発刊

本制度の直近の運営状況のほか、特集「『再発防止委員会からの提言』に対する
取組みの状況」として、産科医療関係者の提言に対する取組み状況について、

再発防止に関するアンケートをもとに紹介している。本ニュースについては、加入
分娩機関、関係学会・団体、入所・通所施設、行政機関等へ広く配布するとともに、
本制度のホームページに掲載している。

第36回運営委員会（平成29年2月1日開催）以降の主な取組み

３）審査および補償の実施状況等について

資料２ 産科医療補償制度ニュース第4号
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主な取組み 内容

産科医療補償制度 補償
対象に関する参考事例集
の改訂

○ 補償対象となるかどうかの判断に迷うような事案については、補償申請を
行うよう周知をしていることから、その一助となるよう、平成26年11月に「産科

医療補償制度 補償対象に関する参考事例集」を作成した。本冊子につい
ては、分娩機関、診断協力医等へ配布するとともに本制度のホームページ
にも掲載し、児の保護者等も含め幅広く周知を行っている。

○ 本年6月に、本制度の定める脳性麻痺の定義に合致せず補償対象外と

なった事例等を追加した「産科医療補償制度 補償対象に関する参考事例
集（2017年6月改訂版）」を作成し、本制度のホームページに掲載した。本冊

子を、今後、分娩機関、診断協力医等へ配布し、補償対象となる脳性麻痺
の基準の理解がさらに深まるよう、周知に取り組んでいく。

市区町村ホームページへ
の制度周知文書の掲載

○ 全国47都道府県全てのホームページにおいて制度周知文書が掲載された

ことを受け、市区町村のホームページへの制度周知文書の掲載の依頼を
行っている。政令指定都市や中核市、特別区等より優先的に依頼を行って
いる。

学術集会等における周知
チラシ等の配布

○ 日本助産学会学術集会・日本産科婦人科学会学術講演会・日本小児科学
会学術集会・日本助産師会学会・日本小児神経学会学術集会・日本リハビ
リテーション医学会脳性麻痺研究会において、補償申請促進に関する資料
を専用ブースやフリーテイクコーナーで配布した。

資料４ 補償申請の促進に関する平成29年2月以降の取組み

資料３ 産科医療補償制度 補償対象に関する参考事例集（2017年6月改訂版）
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３）審査および補償の実施状況等について
（２）補償申請促進に関する取組み状況



（３）補償金の支払いに係る対応状況

○ 第36回運営委員会（平成29年2月1日）以降、平成29年5月末までに準備一時金が支払われた
124件については、いずれも補償約款に規定している期限内に支払いが行われており、迅速な補
償を行っている。

○ 第36回運営委員会（平成29年2月1日）以降、平成29年5月末までに補償分割金が支払われた
567件については、いずれも補償約款に規定している期限内に支払いが行われており、迅速な補
償を行っている。

【参考：補償約款による定め】

・準備一時金は補償約款において、すべての書類を受領した日から、原則として60日以内に支払うと定められている。実際には、概
ね書類受領から25日以内に支払われている。

・補償分割金は補償約款において、誕生月の一日と全ての書類を受領した日のいずれか遅い日から、原則として60日以内に支払う
と定められている。実際には、概ね児の誕生月に支払われている。

３）審査および補償の実施状況等について

（４）診断協力医の登録状況

○ 専用診断書の作成実績のある医師に対して診断協力医への登録の依頼を継続してきた結果、
平成29年5月末現在495名の登録をいただいている。内訳は、小児神経専門医284名、15条指定
医310名、小児神経専門医および15条指定医の両方の資格を有する医師99名となっている。
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４）原因分析の実施状況等について

（１）原因分析の実施状況

○ 平成29年5月末現在、累計1,430件の原因分析報告書が承認されている。
○ 第36回運営委員会（平成29年2月1日開催）以降、平成29年6月末までに原因分析委員会を2回
開催した。

主な審議・報告内容

第85回原因分析委員会
（平成29年2月27日開催）

・原因分析報告書の確認・承認状況についての報告

・原因分析に必要な診療録等を提出いただいた搬送先NICUに対する対応

についての報告

・原因分析報告書の「全文版（マスキング版）」の開示状況についての報告

・原因分析委員会部会審議における確認事項等についての審議

第86回原因分析委員会
（平成29年6月13日開催）

・原因分析報告書の確認・承認状況についての報告

・同一分娩機関における複数事案目での「別紙（要望書）」対応実施の状

況についての報告

・原因分析報告書の「全文版（マスキング版）」の開示状況についての報告

・原因分析委員会部会審議における確認事項等についての審議

ア）原因分析委員会の開催状況および報告書作成状況

11



○ 第36回運営委員会でご報告のとおり、原因分析報告書作成の迅速化のため、平成28年1月
以降、原因分析委員会の審議体制を見直すとともに、第七部会の審議開始により毎月42件
（7つの部会で各6件）の報告書を作成する体制を整えた。さらに、原因分析委員会および部会
における原因分析の基となる「事例の概要」（※1）作成作業の効率化を進めてきた。

○ これらの取組みにより、審査結果通知の発出から「事例の概要」作成までの平均日数が、
平成27年1月～12月の276日から、平成28年1月～12月の178日に短縮したが、直近の平成
28年6月～平成29年5月の1年間では105日となり、さらなる短縮が図られた。

○ 原因分析報告書を毎月42件、1年間で504件（42件×12ヶ月）作成できる体制を整えたことに
より、今後2年程度で原因分析報告書の作成期間を概ね1年とできる見込みである。（※2）

○ 今後も、原因分析報告書発送までの期間短縮に向け、上記取組みについて継続的に進め
ていく。

イ）原因分析報告書作成の迅速化・効率化に向けた取組み状況
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４）原因分析の実施状況等について
（１）原因分析の実施状況

（※1）「事例の概要」とは、分娩機関等から提出された診療録等に記載されている情報および保護者からの情報等に基づき、事務局にて妊
娠・分娩の経過等当該事例の概要を取り纏めたもの

（※2）仮に補償対象者数が現行と同水準で推移した場合の見込み



（２）原因分析報告書「別紙（要望書）」対応の状況

○ 同一分娩機関における複数事案目の原因分析を行った結果、これまでの原因分析報告書で指摘
した事項等について、ほとんど改善がみられない、もしくは、同じような事例の発生が繰り返されるお
それがあると原因分析委員会が判断した場合、複数事案目であることを指摘するとともに、一層の改
善を求める内容の「別紙（要望書）」を作成し、報告書に添付して分娩機関に送付している。
また、「別紙（要望書）」送付から6ヶ月後を目途に、該当の分娩機関から、指摘事項に対する改善

取組みについて報告を求め、原因分析委員会において対応状況の確認を行っている。
○ 平成29年5月末までに、33機関に対し「別紙（要望書）」対応を行い、改善要望としては胎児心拍数
陣痛図の判読と対応についてが17件と最も多かった。

４）原因分析の実施状況等について

「別紙（要望書）」対応の実施状況（平成29年5月末までの原因分析報告書送付分）

【改善要望事項】（総数43：同一分娩機関に対し複数の指摘もあり）
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8

2

2

7

7

17

その他

診療録の記録

子宮収縮薬投与方法

分娩監視方法

新生児蘇生と新生児管理

胎児心拍数陣痛図の判読と対応
改善要望に対する分娩機関の取組みの主な報告内容

（胎児心拍数陣痛図の判読と対応について）
・産婦人科診療ガイドラインをもとに勉強会を実施
・病棟にレベル分類表を掲示
・定期的に分娩終了した症例のCTG判読会を実施

（新生児蘇生と新生児管理について）
・年1回、新生児科医師による蘇生法の講習会を実施
・早期母子接触・母子同室の実施基準の徹底
・スタッフ全員のNCPR講習会受講の取組み

（分娩監視方法について）
・分娩誘発施行時は全例、誘発剤投与開始時より
心拍数モニタリングの施行を徹底



（３）原因分析報告書の公表・開示の状況

○ 原因分析報告書の「要約版」（※1）については、平成29年5月末現在、1,407事例を本制度のホー
ムページに掲載し公表した。

○ 原因分析報告書の「全文版（マスキング版）」（※2）については、平成27年4月1日施行の「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」を踏まえ、平成27年11月より新たな開示方法のもとで開
始したが、平成29年5月末までに、6件の利用申請があり、延べ409事例について開示を行った。

（※1）原因分析報告書の「要約版」とは、原因分析報告書の内容を要約したものであり、特定の個人を識別できる情報や分娩機関が特定できるよ

うな情報等を記載していないもの

（※2）原因分析報告書の「全文版（マスキング版）」とは、原因分析報告書において、特定の個人を識別できる情報や個人が特定されるおそれの

ある情報、また分娩機関が特定されるような情報等をマスキング（黒塗り）したもの

４）原因分析の実施状況等について
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５）再発防止の実施状況等について
（１） 「第７回 再発防止に関する報告書」の公表

○ 平成29年3月に「第7回 再発防止に関する報告書」を公表し、委員長による記者会見を行った。

○ 報告書については、加入分娩機関に送付するとともに、関係学会・団体、行政機関、本制度各委員会委員等
に提供し、本制度のホームページにも掲載した。

○ 「第7回 再発防止に関する報告書」の公表後、評価機構からは「学会・職能団体に対する要望」について検討
を依頼する旨の文書を発出し、厚生労働省からは公表についての通知が出された。

資料５ 第7回 産科医療補償制度 再発防止に関する報告書

資料６ 「第7回 産科医療補償制度 再発防止に関する報告書」に記載されている「学会・職能団体に対する要望」について（依頼）

資料７ 「第7回 産科医療補償制度 再発防止に関する報告書」の公表について（平成29年3月30日付 厚生労働省医政局総務課長通知）

（２） 「第８回 再発防止に関する報告書」の検討状況

○ 平成29年4月より、「第8回 再発防止に関する報告書」の取りまとめに向け審議を行っており、平成30年3月を
目処に公表する予定である。

○ 本年12月末までに、本制度が開始した平成21年出生児の原因分析報告書が全て公表となる見通しであること
から、平成21年出生児の取りまとめについて検討していく。

成平成29年12月までに公表する約1,600事例の原因分析報告書の情報
29年12月までに公表する約1,600事例の原因分析報告書の情報

「第８回 再発防止に関する報告書」の内容

分析対象 平成29年12月までに公表する約1,600事例の原因分析報告書の情報

構
成

テーマに沿った分析
胎児心拍数陣痛図の判読について

遷延分娩について

産科医療の質の向上への取
組みの動向

胎児心拍数聴取について、子宮収縮薬について
新生児蘇生について、診療録等の記載について
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（３） 再発防止ワーキンググループの取組み状況

５）再発防止の実施状況等について

○ 第36回運営委員会（平成29年2月1日開催）以降、再発防止ワーキンググループを1回開催し

ており、本制度の補償対象となった脳性麻痺事例と「日本産科婦人科学会周産期登録データ
ベース」との比較研究を行っている。

○ 平成28年度は、産科学的な視点より、専門的な分析を行い論文として取りまとめた。今後、学
術誌への論文掲載後に公表する予定である。

（４）再発防止および産科医療の質の向上に関する取組み状況

ア）学術集会における、「再発防止に関する報告書」等を活用した講演の状況

学術集会名 「再発防止に関する報告書」等を活用した講演の状況

第31回 日本助産学会学術集会
（平成29年3月）

産科医療補償制度 －再発防止に関する最近の分析から－

第69回 日本産科婦人科学会学術講演会
（平成29年4月）

事例からみた脳性麻痺発症の原因と予防対策（日本産婦人科
医会共同プログラム）産科医療補償制度再発防止に関する報
告書から

第36回運営委員会（平成29年2月1日開催）以降の講演
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５）再発防止の実施状況等について
（４）再発防止および産科医療の質の向上に関する取組み状況

イ） 「産婦人科診療ガイドライン 産科編2017」 における活用

項目 記載内容 取り上げられた報告書等

CQ308
常位胎盤早期剝離の診断・管理は？

【解説】「産科医療補償制度に申請された早剝による脳性麻痺
事例の胎児心拍数モニタリング所見が公表されている」

脳性麻痺事例の胎児心拍数陣痛図

CQ401
緊急時に備え、分娩室または分娩室
近くに準備しておく医薬品・物品は？

【解説】「なお、分娩室の備え付けの時計ならびに分娩監視装
置の時刻設定は定期的に確認しておく」

第3回 再発防止に関する報告書
「分娩中の胎児心拍数聴取について」

CQ403
帝王切開既往妊婦が経腟分娩
（TOLAC）を希望した場合は？

【解説】「TOLAC中に胎児心拍数異常が出現した場合、特に陣

痛の度に一過性徐脈を認める場合はより厳しく評価して子宮
破裂を疑い、急速遂娩などを検討する」

第4回 再発防止に関する報告書
「子宮破裂について」

CQ406－2
子宮底圧迫法（クリステレル胎児圧出
法）施行時の注意点は？

【解説】「脳性麻痺319例中、本法実施例は56例（17.6%）であり、

安全な実施方法に関する指針等の策定を求めており、本書で
新たなCQ&Aを作成した」

第4回 再発防止に関する報告書
「クリステレル胎児圧出法について」

CQ412－2
分娩誘発を目的とした頸管熟化・拡張
法の注意点は？

【解説】「メトロイリンテル脱出後に臍帯脱出の発生が複数報告
されており、産婦の移動に伴って下垂したと考えられる例もあ
るため、メトロイリンテル脱出・抜去後にも、未破水での変動一
過性徐脈出現時に経腟超音波検査を施行するなど臍帯下垂・
脱出に注意する」

第3回 再発防止に関する報告書
「臍帯脱出について」

○ 平成29年4月に改訂された「産婦人科診療ガイドライン 産科編」においては、「再発防止に関する報告書」が、

症例の蓄積を基にした委員会の報告書であり、わが国の脳性麻痺発症の要因を分析している貴重な資料と位置
づけられ、ガイドラインの解説やAnswer作成の参考とされている。

○ また、「ガイドラインは産科医療補償制度の原因分析において、資料として利用される機会が多いことから、ガ
イドラインと産科医療補償制度を車の両輪として、これからも産科医療が発展していくことが期待される」と記載
がある。

17

産婦人科診療ガイドライン 産科編2017で新たに取り上げられている「再発防止に関する報告書」等の内容

資料８ 産婦人科診療ガイドライン 産科編2017（抜粋）



○ 「再発防止に関する報告書」について、研修会等の資料作成に活用できるよう、パワーポイント
版を本制度のホームページに掲載した。

○ 平成29年4月に開催された「第69回 日本産科婦人科学会学術講演会」において、案内チラシを
配布し、周知を行った。今後も、学術集会や研修会において、配布する予定である。

ウ） 再発防止に関する報告書の活用

18

本制度ホームページ 再発防止に関する報告書（パワーポイント版）

５）再発防止の実施状況等について
（４）再発防止および産科医療の質の向上に関する取組み状況



６）制度の収支状況について
（１）各保険年度の収支状況

区分 収入保険料 保険金（補償金） 支払備金（※2） 決算確定時期

平成21年 1-12月 31,525 12,270 －（※3） 平成27年

平成22年 1-12月 32,383 11,169 －（※3） 平成28年

平成23年 1-12月 31,800 10,380 －（※3） 平成29年

平成24年 1-12月 31,345 9,690 17,887 平成30年

平成25年 1-12月 31,177 6,930 21,553 平成31年

平成26年 1-12月 31,163 5,550 22,652 平成32年

平成27年 1-12月 24,096（※1） 3,600 17,763 平成33年

平成28年 1-12月 23,864（※1） 150 21,077 平成34年

（※1）平成27年以降の収入保険料については、平成27年1月の制度改定により1分娩あたりの保険料が30千円から24千円（掛金 16千
円＋返還保険料（剰余金）から充当 8千円）になっている

（※2）本制度は民間保険を活用しており、例えば平成24年に生まれた児に係る補償は、平成24年の収入保険料で賄う仕組みである。補
償申請期限は児の満5歳の誕生日までとなっていることから、平成24年の補償対象者数および補償金総額は平成30年まで確定
せず、補償原資は支払備金として将来の補償に備えて保険会社が管理する

（※3）補償対象者数および補償金総額が確定した時点で補償原資に剰余が生じた場合は、保険会社から剰余分が運営組織に返還さ
れることとなっており、平成21年の契約においては約143億円、平成22年および平成23年の契約においてはそれぞれ約176億円が
運営組織に返還されている。なお、本年5月末までに約179億円を保険料に充当している

○ 本制度の保険期間は毎年１月から12月までの1年間であり、各保険年度における収支状
況は下記表のとおりである。

（平成29年5月末現在、単位：百万円）
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（２）事務経費（平成28年１－12月）

平成28年 平成27年

対前年

物件費 732 △17 749

会議費、旅費交通費、
諸謝金等

109 +25 84

印刷製本費、
通信運搬費

51 △38 89

事務所貸借料等 133 ＋6 127

委託費 118 △29 147

システム運用費等 172 △10 182

広告宣伝費、
消耗品費等

149 ＋28 121

人件費 給与・報酬、
法定福利費等

352 ＋10 342

合計 1,084 △7 1,091

平成28年 平成27年

対前年

物件費 307 △3 310

印刷発送費、交通費、
会議関連費用等

8 0 8

事務所関係費、備品費、
機械貸借料、租税公課等

299 △3 302

本制度対応システムの
開発・維持費等

0 0 0

人件費 419 +11 408

契約管理事務支援、
商品開発・収支管理、
支払事務等に係る人件費

171 +8 163

一般管理業務等に係る
人件費

248 +3 245

制度変動リスク対策費（※1） 728 +2 726

合計 1,454 +10 1,444

○ 運営組織と保険会社における事務経費の内訳は、下記表のとおりである。
○ 運営組織の事務経費は、費目ごとに増減はあるものの、前年対比で大幅な変化はない。

（単位：百万円）（単位：百万円）

（※1）医療水準の向上（出生時の救命率上昇）等に伴い脳性麻痺児の生存率が統計データ取得時点より上昇するリスク、統計データ母数が少ないために推計値が大幅に
外れるリスク、長期に渡る保険金支払業務に伴う予期できない業務・システムリスク等に対応する費用

運営組織 保険会社

６）制度の収支状況について
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（３）運営組織の平成28年度（平成28年４月～平成29年３月）収支決算

科目 決算額
前年

決算額
増減 備考

収

入

保険事務手数料収入 1,065 1,078 △13 集金事務費

その他収入 37 34 +3 登録事務手数料、原因分析
報告書開示手数料

当期収入合計（A） 1,102 1,112 △10

前期繰越収支差額 1 △6 +7

収入合計（B） 1,103 1,106 △3

支

出

人件費等 351 340 +11 給与・報酬、法定福利費等

会議諸費 101 92 +9 会議費、旅費交通費、諸謝
金

印刷製本費等 49 78 △29 印刷製本費、通信運搬費

賃借料等 123 123 0 事務所等貸借料、光熱水料

委託費 178 178 0 事務代行、コールセンター、
集金代行、人材派遣等

システム運用費等 157 171 △14

その他経費 98 124 △26 消耗品費、雑費、租税公課
等

当期支出合計（C） 1,057 1,105 △48

当期収支差額（A-C） 45 7 +38

次期繰越収支差額（B-C） 46 1 +45

○ 収入合計は1,103百万円であり、主として保険事務手数料収入である。
○ 支出合計は1,057百万円であり、主たる支出は、人件費等が351百万円、委託費が178百
万円、システム運用費等が157百万円である。

○ 補助金の交付確定額は73百万円であり、支出は諸謝金の73百万円である。

科目 決算額
前年

決算額
増減 備考

収

入
補助金
収入

73 73 0
制度の普及
啓発、原因
分析・再発
防止

当期収入
合計（A） 73 73 0

支

出諸謝金 73 73 0
委員会・部会
等出席、原因
分析報告書
作成謝金

当期支出
合計（B） 73 73 0

当期収支
差額（A-B） 0 0 0

（単位：百万円） （単位：百万円）事務経費（平成28年度決算） 補助金（平成28年度決算）

６）制度の収支状況について
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（４）運営組織の平成29年度（平成29年４月～平成30年３月）収支予算

○ 収入合計は1,188百万円を見込んでおり、主として保険事務手数料収入である。
○ 支出合計は1,188百万円を見込んでおり、主たる支出は、人件費等で396百万円、システ
ム運用費等で180百万円、委託費で157百万円を見込んでいる。

○ 補助金の交付予定額は73百万円であり、支出は諸謝金の73百万円を見込んでいる。

（単位：百万円） （単位：百万円）事務経費（平成29年度予算） 補助金（平成29年度予算）

科目 予算額 備考

収

入

保険事務手数料収入 1,152 集金事務費

その他収入 36 登録事務手数料、原因分析
報告書開示手数料

当期収入合計（A） 1,188

前期繰越収支差額 0

収入合計（B） 1,188
支

出

人件費等 396 給与・報酬、法定福利費等

会議諸費 147 会議費、旅費交通費、諸謝金

印刷製本費等 75 印刷製本費、通信運搬費

賃借料等 133 事務所等貸借料、光熱水料

委託費 157 事務代行、コールセンター、
集金代行、人材派遣等

システム運用費等 180

その他経費 99 消耗品費、雑費、租税公課等

当期支出合計（C） 1,188

当期収支差額（A-C） 0

次期繰越収支差額（B-C） 0

科目 予算額 備考

収

入
補助金収入 73 制度の普及啓発、

原因分析・再発防止

当期収入合計（A） 73

支

出
諸謝金 73 委員会・部会等出席、

原因分析報告書作成謝金

当期支出合計（B） 73

当期収支差額（A-B） 0

６）制度の収支状況について

22








































	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21
	スライド番号 22
	スライド番号 23

